
新しい総合事業移⾏を契機とし
ケアマネジメントの意識改⾰へ

愛知県豊明市 健康福祉部 高齢者福祉課
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平成２８年度厚⽣労働省⽼健局振興課「⾃治体担当者セミナー」実践報告
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・愛知県のほぼ中央に位置する名古屋市のベッドタウン

・人口 68,674人（28,947世帯）

高齢者人口 16,974人 (平成28年４⽉１日現在)

・⾼齢化率 24.7％（県⾼齢化率より⾼い）

・人口構成は、前期高齢者に人口に山があり、

今後10年の後期高齢者の伸びが著しい地域特性
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１ 豊明市の概況
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豊明市の概況



医療資源

病院 ３（一般病床1,435、回復期床0、療養28）

藤田保健衛生大学病院、 豊明栄病院

桶狭間病院藤田こころケアセンター

診療所 39、⻭科 39、薬局 25, 訪看 ５、訪リハ ４

関連師会

◆医師会 ： 東名古屋豊明市医師会

◆⻭科医師会： 愛豊⻭科医師会豊明⽀部

◆薬剤師会 ： 日進東郷豊明薬剤師会

介護資源

特別養護⽼⼈ホーム 4（259床）

⽼⼈保健施設 2（448床）

訪問介護 5, 通所介護 11

⼩規模多機能居宅介護 1

認知症対応型共同生活介護 4（5ユニット）

定期巡回随時対応型訪問看護介護 １

居宅介護⽀援事業所 13

地域包括支援センター 2（委託）

許可ベッド数 : 1,435 床

平均在院日数 ：15,2 日

平均外来患者 ：約 2,100 人/日

医療従事者 ：約 2.600 人

年間⼿術件数 ：約 11,000 件

退院調整依頼 ： 1,500 件/年

年間退院患者数：約25,000人
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藤田保健衛生大学病院

1つの医療施設としては我が国最多を誇る病床
を持つ厚⽣労働省が定める特定機能病院

１ 豊明市の概況

豊明市の医療・介護資源



◇背景
・大都市近郊の高齢化の典型、後期高齢者人口の著しい増加

・豊明団地を中心に独居高齢者・高齢者のみ世帯の増加

・急激に増え続ける医療・介護ニーズと深刻な担い⼿不⾜

◇課題
・在院日数の短縮、繰り返す入退院

・全国平均、県平均を上回る一人あたりの医療費

・在宅を⽀えるサービスの不⾜、施設サービス利⽤率の⾼さ

・急性期医療、地域医療、介護の連携・統合

・軽度者を要介護状態にさせない、重度化させない仕組み

・この１０年間に後期⾼齢期を迎える世代の健康づくり

１ 豊明市の概況
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豊明市を取り巻く社会変化



医療介護連携
地域包括ケア
全般

認知症
総合支援事業

生活支援
体制整備

総合事業
地域ケア
会議

H23 いきいき
笑顔ネット
ワーク

ＩＣＴによ
る情報共有
基盤整備

H24

H25

H26 人材育成
研修モデ
ル事業
人材育成

在宅医療
連携拠点
推進事業
組織基盤
整備

愛知県地域包
括ケアモデル
事業

推進会議設置
地域資源把握
ネットワーク
構築
生活支援体制
づくり
介護予防強化

H27 取り組み継続 認知症地域支
援推進員配置

認知症初期集
中支援チーム
試⾏実施

生活支援
コーディ
ネーター
配置
協議体準備 前倒し

移⾏

H28 本稼働 本稼働 定例実施

１ 豊明市の概況
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豊明市の近年の取り組み



代表者会議

多職種人材育成研修
多職種合同ケアカンファレンス

多職種連携や人材育成研修
〔藤田保健衛生大学

との共同事業〕

ケ
ア
マ
ネ

訪
問
看
護

リ
ハ
ビ
リ

同職種連絡協議会

病院から在宅⽣活への
移⾏時の関係機関同士の連
絡調整情等について
情報共有・体制整備

入退院
調整部会

⾒守り・⽣活⽀援の具体的なサー
ビスや取組みについて、
各地縁団体の⻑、NPO等、
市⺠参加のもと政策⽴案

⾒守り⽣活
支援部会

定例ミーティング

いきいき笑顔
ネットワーク
運営委員会

ICT医療福祉
連携部会

豊明市地域包括ケア連絡協議会
地域包括ケア体制構築に向けた各部会の取組状況の報告と課題の検討
平成２６年４⽉設置 地域ケア会議の施策検討レベル会議として位置づけ
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第一層
協議体

地域医療連携センター
準備委員会

専門職との共同事業

リハ職による
地域介護予防活動支援

住⺠との共同事業

健
康
リ
ー
ダ
ー

サ
ロ
ン
運
営
者

地域サロン
連絡協議会

地区組織
個別ケース支援

支え合いの拠点
⾒守り・受⼊れ・⽀援等に
ついて情報共有・体制強
化

地区ごとの地縁団体で構成
町内や班単位で問題抽出
地域の福祉問題を解決
課題は第一層へ・・・

１ 豊明市の概況



地域の同職種代表者として、出席・発言し、決定事項の拡散

１ 豊明市の概況
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多職種人材育成事業 地域の職能団体組織化
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１ 地域を知る・今後の予測

要支援のサービスの実態はどうなっているのか？
サービス事業所の動向は？報酬改定の影響は？

２ 方針決定

市として今後の要支援のサービスあり方をどう考えるか？
平成３０年度以降を⾒据えた⽅針をどう⽴てるか？

３ 事業の整理

当⾯、既存の事業をどう整理して移⾏するのか？
今ある制度・資源をどう活⽤するか？

４ 関係者・地域への説明

総合事業ではなく、その先をいかに共有するか

２ 総合事業検討過程
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総合事業検討過程



通所サービス-------------------------------------------------------------

●要⽀援の利⽤者は通所サービスに何を求めているのか？

●サービス提供時間はどれくらいが好まれているのか？

●要介護と要支援は一体的にサービス提供しているのか？内容に差はあるのか？

●要支援のサービスに食事や入浴は必要なのか？

●「卒業」は本当に可能か？

●平均どれくらいの年数通い続けているのか？

●二次予防対象者と要支援の状態の差はサービス提供に支障をきたさないか？

●現⾏の地域サロンは、サービス終了後の受け⽫に本当になりえるのか？

訪問サービス-----------------------------------------------------------

●ヘルパーに求めているのはどんなことか？安心のためということはないか？

●要支援は大半が家事援助だが、要介護者は家事援助が少なくて成り⽴つのか？

●調理は必要か？ヘルパーが来ない日はどうしているのか？

●現⾏サービスで対応できていないニーズはどんなものがあるか？

２ 総合事業検討過程
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地域包括支援センターとの協議
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（年平均伸び率28.5％）

1.5倍
（年平均伸び率12.8％）

介護予防通所介護

介護予防訪問介護

２ 総合事業検討過程

12

要支援者の通所・訪問サービス給付費の推移



運動特化

43%

13%

従来型

44%

市内

40%

市外

60%

サービス事業所 サービスのタイプ

機能訓練型

分析分析
①利⽤者の大幅な伸びは、市外（近隣市）に、運動特化デイサービス（半⽇型）
の事業所が多くできたことによるところが大きいのではないか
②大幅な報酬減の影響をどう考えるか？市外事業者頼みは限界がないか？

２ 総合事業検討過程
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要⽀援者の通所サービス利⽤状況
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全

国

平成２６年
３月

要支援１ 68.1％ 20.0％ 10.9％ 1.0％

要支援２ 11.3％ 67.4％ 19.1％ 2.2％

豊

明

市

平成２７年３月

要支援１ 要支援２
要介護
１・2

要介護
３〜５

平成２６年
３月

要支援１ 42.9％ 29.7％ 26.4％ 1.1％

要支援２ 9.5％ 62.5％ 26.2％ 1.8％

２ 総合事業検討過程

全国値よりきわめて
⾼い重度化率

※平成26年度 介護給付費実態調査の概況
表４ 要介護(要支援)状態区分別にみた年間継続受給者数の変化別割合

要支援１の

57％が重度化
27％は要介護

要支援２の

28％が要介護

要支援者は
１年後に

要⽀援者の１年後重度化率の⽐較



１ 質の高い専門サービスの提供

話ができ、想いを共有できる事業者と一緒に質の高いサービスを提
供する。

２ 漫然とした専門的サービスの提供はなくす

要⽀援者、事業対象者は状態回復させることを真剣に⽬指し、
専⾨サービスの利⽤は⽬標と終了期間を設定したものにしていく。

３ 住⺠⽣活の⼀部として⾏われる介護予防活動の場を徹底的に増やす

サービス終了者の状態維持のための通いの場は、地域の⽣活の⼀部
として歩いて通える場所に徹底的に整備する。

４ 制度は効果を⾒ながら修正する

すべての指定を平成30年３⽉31⽇までとし、３０年度以降のサービ
スは効果を検証し２９年度中に再構築する。

２ 総合事業検討過程
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総合事業移⾏⽅針



既存事業の整理 ※総合事業検討時の資料

方針：サロンは住
⺠の⾃主的な活動
として自主性を尊
重し、無理のない
範囲でゆるやかに
育成する

２ 総合事業検討過程
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方針：運動教室
は、週１回の通
いの場として、
サロンの開催日
数の不⾜を補う
基盤として、住
⺠の意欲を沸き
⽴たせながら整
備する
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①地域サークルの把握
市内に高齢者が主の活動は400を超える
活動内容や受け入れレベルを把握
本当にない場所を洗い出しサロンの⽴上げを
支援
地区別・内容別の活動マップを作成

②地域資源の発掘
地域に隠れた資源を⾒つける
実は・・部屋貸しで笑いヨガをする新聞店
実は・・無料巡回バスで市外の温泉へ
実は・・喫茶店の定休⽇を利⽤したサロン

公的保険外サービスとして、
⺠間事業所と協定をすすめる

地区別の地域資源マップを作成中

地域資源の把握・発掘

２ 総合事業検討過程
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①出前講座・地域への説明
それぞれの地域の現状を話し、課題を共有する
ことを目的に、職員が地域を訪問。

平成２７年度実績 約５０回
内容：
・地域（町内会）ごとの⾼齢化率・独居率
・身近な地域に起こっている変化
・通いの場の⼤切さ
・⽣活⽀援組織の先進事例

②リーダー養成
地域リハビリテーション活動支援事業の一環と
して、リハビリ専門職と県の健康づくりリー
ダー修了⽣らが、定期的にミーティング。
豊明市オリジナル体操「やさしいひまわり体
操」を開発。
健康づくりリーダーは、オリジナル体操を活用
しながら地域サロンの指導にあたる。

２ 総合事業検討過程

地域への働きかけ
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①地域サロン支援
１７地区（H26)→５０地区（H27）
・住⺠主体で運営する地域サロンへ、理学療
法士等の派遣（地域リハビリテーション活動
支援事業）
・活動交付⾦の交付（年２万円）
・⽴ち上げ・運営プログラム等のサポート

②⾒守り⽣活⽀援活動⽀援
住⺠有志により、身の回りの事が困難
になってきた世帯を組織的に支援する活動
先⾏事例が他地区へ波及

・生活支援・・そうじ、洗濯、草とり
簡易な剪定、電球交換等
家具電化製品の移動、ゴミだし
買物代⾏、同⾏

・⾒守り ・・独居や気になる方へ定期的な声掛け
必要であれば生活支援につなげる

２ 総合事業検討過程

地域活動の支援
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地域にとって一番
必要とされる取り
組みから徐々に組
織づくりへとつな
げていく

協議体・生活支援コーディネーターなどの
形を整えることを目的としない。
何のための協議体なのか、地域が本当に必
要だと感じなければ進まない。
まず考えるべきことは、わが町で「支え合
い」進めていく組織単位。
自治会？町内会？小学校区？中学校区？

２ 総合事業検討過程

地域福祉組織（協議体）の組織化支援

地域の〇〇さんを
支える取り組みか
ら始めると方向性
が⾒えてくる。
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STEP３ 生活期

・まちかど運動教室

・地域サロン

・ふれあいミニデイ

・大人の学校

（一般介護予防事業）

（地域介護予防活動支援事業

STEP２ 回復期

いきいき教室
（緩和Ａ型・委託）

運動特化デイサービス
（現⾏相当みなし・独⾃）

STEP１ 集中介入期

元気アップ集中リハビリ
（短期集中・指定）

6Month 1YearStart Goal

豊明元気アッププログラム豊明元気アッププログラム
介護予防・日常生活支援総合事業
（通所サービス）のイメージ

３ 豊明市の総合事業

22



参考）豊明市の総合事業オリジナルパンフレット

３ 豊明市の総合事業
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ＳＴＥＰ１ 集中介入期

３ヶ月から６ヶ月（週1〜２回）で、通いと訪問に
よるリハビリテーションを⾏い、⾝体機能の回復
を⾏う。
○利⽤回数/全３０回
○実施場所/市内デイケア事業所（３箇所）

元気アップ集中リハビリ

企画にあたっては、豊明市リ
ハビリテーション連絡協議会
が、週１回のミーティングを
重ね、プログラム内容、評価
方法等を協議して決定

３ 豊明市の総合事業
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ＳＴＥＰ２ 回復期ＳＴＥＰ２ 回復期

集中リハ終了後、すぐに⼀般介護予防事業に移
⾏することが難しい⽅について、さらに６ヶ⽉
間体⼒回復を⽬指したプログラムを提供する。
○利⽤期間/６ヶ月
○実施場所/いきいき教室（⽼⼈福祉センター）

現⾏相当通所サービス(指定事業所）

いきいき教室(委託)・現⾏相当(運動特化型)

３ 豊明市の総合事業
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市内に新たにできた運動特化デイサービス
(現⾏相当）には、指定の際に市の考え方
を伝え、６ヶ⽉で⼀般介護予防へ移⾏する
ことを前提にサービス提供することとして
いる。

、

旧二次予防事業
として実施して
いた事業を総合
事業移⾏に伴い、
⼀旦終了させ、
平成２８年７⽉
下 旬 か ら 再 ス
タート

いきいき教室いきいき教室 現⾏相当デイサービス（運動特化型）現⾏相当デイサービス（運動特化型）



ＳＴＥＰ３ 生活期ＳＴＥＰ３ 生活期

●地元の集会所、公⺠館を活⽤し、歩いて⾏ける場所に
週１回（１時間）の運動プログラムを提供

●地域が教室を誘致するというスタンスで展開

●役割分担
地元：地元の合意形成、会場の確保、会場費負担

世話人（鍵の開け閉め、運営補助）の確保
住⺠への周知（開催スケジュールチラシ作成・配布）

⾏政：インストラクター派遣、統⼀チラシ作成

●事前申し込み不要、当⽇会場に直接参加
参加費無料、いつからでも参加可能

平成２８年度 ８月末現在

地域会場１2地区20会場 平均30〜70人の参加

中央会場 １会場（２教室）平均８０人の参加

全会場参加者実人数 1,200人超え

まちかど運動教室

３ 豊明市の総合事業
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４ 移⾏後の状況
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１ 窓口（チェックリスト）から包括訪問（インテーク）までの状況

当初の懸念事項であった窓⼝での聞き取りと本⼈の状態の差から⽣
じる包括職員の困惑（申請orチェックリスト）は若⼲⽣じている。

２ サービス事業者の動き

現⾏相当サービスを提供する事業者から、要支援者・事業対象者の
受け入れを断られることが出てきた。

３ 要介護認定申請・チェックリスト新規実施対象者の変化

まちかど運動教室が非常に好評であり、ある程度軽度者のニーズが
満たされたためか、4⽉以降新規申請⾃体が減った。

４ 利⽤者の希望についての変化

新規該当者のアセスメントの結果が一般介護予防（まちかど運動教
室等）の利⽤となるケースもでてきた。

４ 移⾏後の状況

29

移⾏後の状況



デイサービスに通い続け
ることに意味がある。
終了があるなんて考えら
れない

現⾏相当サービスに流
せば、ずっと継続利⽤
してもいい？

ADLは⾃⽴しているが、
認知症がある。現⾏相当
サービスの利⽤しか考え
られない

、友達が通っているからと、
●●デイサービス（現⾏
相当サービス）に⾏きた
いと希望される

本人はまだデイサービス
ほどではないと⾏きたが
らないが、家族は、本人
に一日中どこかに通って
いてほしいと希望される

。
もうこんなに年齢が⼤きい
から集中リハは、あわない。
送迎ありでどこかずっと通
えるデイサービスしかない

現⾏相当サービスしかないは本当なのか？

本人にとって「何が課題」で
サービスによって「何を目指す」のか？

４ 移⾏後の状況
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移⾏後の包括担当者の本⾳・当惑



１ プランナーの主観的なジャッジになる危険性

認定調査、主治医の意⾒書などの客観的な情報がないところからの
アセスメントとなり、プランがお世話型になりかねない。

２ 利⽤者・家族へ「⾃⽴⽀援」を説明することの難しさ

サービスの利⽤ありきの利⽤者家族に、どう理解してもらうか、
説明能⼒が問われている。

３ 地域資源が多様化しても、プランは多様化しない

多様なサービス利⽤は、プランナーが多様な資源を把握し、
そこにつなぐことの意義や価値を理解することからしか始まらない。

４ 疾病等を含めた全人的な予後予測、支援方法の難しさ

重⼤疾患を抱えた利⽤者等、すべてが要介護状態からの「卒業」と
はならないと理解した上で、予後予測とサービスの⾒極めが難しい。

４ 移⾏後の状況
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移⾏後すぐに直⾯した課題



ＡＤＬ⾃⽴し、わずかにＩＡＤＬの⼀部に援助を要する程度だから、日常
生活の問題は少ない。ケアマネジメントも簡単である。

大きな間違い

要支援者のケアマネジメントこそとても難しい

●廃用症候群からの脱却には、「活動的な生活」を送る必要があり、
本人の「意欲」にかかってくることが大きい。

●軽度者の⾃⽴⽀援型ケアマネジメントは、その人の生活スタイル、
意欲にアプローチしなければいけない難しさがある。

●本人の望む「家の外の生活」を提供ができなければ、エンドレスの
デイサービス利⽤になる

４ 移⾏後の状況
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要支援のケアマネジメントの特徴



33

豊明版中央地域ケア会議。
総合事業移⾏を契機に、⾃⽴型ケアマネジメ
ントの強化、多職種連携による課題分析を目
的に平成28年度より⽉１回の頻度で実施。
当初は、新規要支援・事業対象者ケースを検
討し、総合事業の制度的課題を把握。
28年度後期より対象者を要介護者まで拡⼤し
て月2回体制で実施予定。

参加者
【司会】高齢者福祉課
【参加者】
・地域包括支援センター
・集中リハ事業所
・参加者（アドバイザー）
医師、薬剤師、PT、OT、ST、
保健師、看護師、⻭科医、⻭科衛⽣⼠、
生活支援コーディネーター ほか多数

４ 移⾏後の状況

多職種合同ケアカンファレンス（保険者主催の地域ケア会議）
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４ 移⾏後の状況

外出や社会参加に支障をきたす要因は何か
サービスは本当に課題を解決できるのか
本⼈の⾃⽴⽀援に資する、よりよい支援は
ほかには考えられないか

参考）多職種合同ケアカンファレンス資料



STEP１ 生活期
・まちかど運動教室 ・地域サロン ・ふれあいミニデイ ・大人の学校

STEP２ 回復期
・いきいき教室
（緩和Ａ型・委託）
・運動特化デイサービス
（現⾏相当みなし・独⾃）

STEP３ 集中介入期

元気アップ集中リハビリ
（短期集中・指定）

豊明元気アッププログラム豊明元気アッププログラム
移⾏後のイメージ変化

３ 豊明市の総合事業
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日常生活における地
域の通いの場に通い
続けることが基本。
地域の通いの場に通
えないほど、状態が
落ちたときに専⾨
サービスで受け止め
るという感覚。

DOWN



１ 自分の地域を知ること

総合事業移⾏準備は、⾃分たちがいかに現場を知らなかったかを知
ることから始まる。住⺠の暮らしを⾒ずして制度設計は不可能。

２ サービスづくりでも、総合事業のための地域づくりでもない

国の政策パッケージを実施することを目的としない。
総合事業を実施するために住⺠の活動があるわけでもない。

３ 総合事業の要は、ケアマネジメントに尽きる

ケアマネジメントが変わらなければ、総合事業は失敗する。
⾃治体は相当な覚悟をもって、意識改⾰を進めなければいけない。

４ 総合事業は、地域包括ケアのほんの一部にすぎない

総合事業は、介護予防という地域包括ケアのほんの一部。
移⾏して終わりではなく、ひとつの通過点でしかない。

４ 移⾏後の状況
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先⾏実施⾃治体からお伝えしたいこと



生活支援
体制整備
生活支援
体制整備

認知症
総合支援
認知症
総合支援

介護予防
総合事業
介護予防
総合事業

医療
介護
医療
介護

すべてはつながっている

「地域での暮らしをどう支えるか」
一人ひとりのケアの実践を通じて

全体が⾒えてくるはず

すべてはつながっている

「地域での暮らしをどう支えるか」
一人ひとりのケアの実践を通じて

全体が⾒えてくるはず

⾃⽴
支援

地域の
通いの場

認知症
初期集
中支援
チーム

総合
事業

医療
介護
連携

認知症
地域支
援推進
員

協議体

地域ケア
会議

介護
予防

生活
支援
コーディ
ネーター

生活
支援
サービス

⾃⽴⽀
援型ケア
マネジメ
ント
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健康福祉部 高齢者福祉課 地域ケア推進係 担当：松本
E-mail：koreifu@city.toyoake.lg.jp

TEL : 0562-92-1261
豊明市新田町子持松1番地1
https://www.city.toyoake.lg.jp/


